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「水と緑の心の源流郷～輝き・愛着・誇りを育む村づくり～」の実現に向けて

　　　

今
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、
25
億

８
３
８
３
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
前
年

度
の
当
初
予
算
と
比
較
す
る
と
、
７
・

６
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
は
、
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
を

見
据
え
、
感
染
症
対
策
を
講
じ
た
各
種

イ
ベ
ン
ト
の
開
催
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
受
け
て
い
る
子

育
て
世
帯
へ
の
経
済
的
支
援
と
し
て
、

昨
年
度
限
り
と
し
て
い
た
村
内
小
中
学

校
の
給
食
費
並
び
に
保
育
園
の
副
食
費

の
全
額
補
助
を
延
長
し
ま
す
。

ま
た
、
確
か
な
学
力
を
育
む
た
め
、
学
校

司
書
の
配
置
日
数
を
増
や
し
、
読
書
活
動
を

充
実
さ
せ
る
こ
と
で
、
児
童
・
生
徒
の
読
解

力
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
小
中
学
校
に

無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
環
境
を
新
た
に
整
備
す
る
ほ

か
、
高
等
学
校
な
ど
の
入
学
の
際
に
必
要
な

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
な
ど
の
購
入
費
の
２
分
の

１
（
４
万
５
千
円
上
限
）
を
補
助
す
る
こ
と

で
、更
な
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
を
推
進
し
ま
す
。

さ
ら
に
、Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ（
持
続
可
能
な
開
発

目
標
）の
達
成
に
向
け
、
地
球
温
暖
化
対
策

な
ど
を
さ
ら
に
推
進
す
る
た
め
、
環
境
基

本
計
画
の
策
定
準
備
に
着
手
す
る
ほ
か
、

成
年
後
見
制
度
の
利
用
促
進
や
成
年
後
見

人
な
ど
の
支
援
を
は
じ
め
と
す
る
権
利
擁

護
を
推
進
す
る
な
ど
、
誰
も
が
暮
ら
し
た

く
な
る
、
夢
と
希
望
に
満
ち
た
村
づ
く
り

に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

特
別
会
計
は
、
国
民
健
康
保
険
事
業

に
お
い
て
、
子
育
て
施
策
の
一
環
と
し

て
令
和
２
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
、

国
民
健
康
保
険
に
加
入
す
る
18
歳
以
下

の
子
ど
も
に
係
る
均
等
割
額
を
免
除
す

る
軽
減
措
置
を
継
続
し
ま
す
。

ま
た
、
簡
易
水
道
事
業
お
よ
び
下
水

道
事
業
に
お
い
て
、
各
種
施
設
の
長
寿

命
化
を
推
進
す
る
ほ
か
、
令
和
６
年
度

か
ら
公
営
企
業
会
計
へ
移
行
す
る
た
め

の
準
備
を
進
め
ま
す
。

歳
入
の
根
幹
と
な
る
村
税
は
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
個

人
お
よ
び
法
人
の
所
得
の
減
少
や
国
有
資

産
等
所
在
市
町
村
交
付
金
の
減
価
償
却
な

ど
の
減
収
に
よ
っ
て
、前
年
度
と
比
べ
０
・

４
％
の
減
少
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

な
お
、
平
成
25
年
度
か
ら
交
付
を
受

け
て
い
る
普
通
交
付
税
に
つ
い
て
、
１

億
５
２
０
０
万
円
の
交
付
を
見
込
ん
で

い
る
ほ
か
、
村
債
と
し
て
、
臨
時
財
政

対
策
債
を
１
億
６
９
６
０
万
円
見
込
ん

で
い
ま
す
。

　「第３次清川村総合計画後期基本計画」の施策の大綱に基づき編成される、令和４年度の一般会計
と特別会計の当初予算が、村議会３月定例会で可決されましたので、その予算のあらましと主な事業
をお知らせします。
政策推進課財政係☎（288）1213問

Ⅰ 自然と調和した住みよい村づくり
　 の推進
Ⅱ 地域の特性を活かした産業振興と
　 活性化の推進
Ⅲ 生涯を健康で安心して住み続けられる
　 村づくりの推進
Ⅳ 誇りを持って村を支える人づくり
　 の推進
Ⅴ 村民と行政が築く行政の推進

「第３次清川村総合計画」施策の大綱

村税の内訳 一般会計歳入の財源別構成
その他
1億1,186万円 （4.3％）
その他
1億1,186万円 （4.3％）村債

1億6,960万円
（6.6％）

村債
1億6,960万円
（6.6％）

17億5,198万円
（67.8％）
17億5,198万円
（67.8％）

8億3,185万円
（32.2％）
8億3,185万円
（32.2％）

12億
7,428万円
（49.3％）

12億
7,428万円
（49.3％）

村税村税歳入
23億3,678万円

歳入
25億8,383万円地方交付税

2億1,200万円
（8.2％）

地方交付税
2億1,200万円
（8.2％）

財産収入
9,153万円
（3.5％）

財産収入
9,153万円
（3.5％）

その他
1億8,330万円
（7.1％） 

その他
1億8,330万円
（7.1％） 

繰越金
4,100万円
（1.6％）

繰入金
1億6,187万円
（6.3％）

繰入金
1億6,187万円
（6.3％）

自主
財源
自主
財源

依存財源依存財源
国県支出金
3億3,839万円
（13.1％）

国県支出金
3億3,839万円
（13.1％）

償却資産
3,582万円
（2.8％）

軽自動車税
1,086万円
（0.8％）

固定資産税固定資産税
11億1,074万円
（87.2％）

11億1,074万円
（87.2％）

国有資産等所在市町村交付金国有資産等所在市町村交付金

（73.4％）（73.4％）
9億3,494万円9億3,494万円

個人
1億3,974万円
 （11.0％）

個人
1億3,974万円
 （11.0％）

法人 990万円 （0.8％）法人 990万円 （0.8％）
土地
6,206万円
（4.9％）
家屋
7,792万円
（6.1％）

村たばこ税304万円（0.2％）

村民税
1億4,964万円
（11.8％）

村民税
1億4,964万円
（11.8％）

村税
12億7,428万円

村税
12億7,428万円

村税
12億7,428万円

村税
12億7,428万円
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会計名 前年度との比較

比較増減 増減率

特
別
会
計

国民健康保険

簡 易 水 道

下 水 道

介 護 保 険

後期高齢者医療

25億8,383万円

3億8,671万円

1億5,156万円

3億7,172万円

3億2,309万円

8,161万円

38億9,852万円

24億 210万円

3億6,544万円

1億3,457万円

5億1,803万円

3億2,447万円

8,426万円

38億2,887万円

7.6

5.8

12.6

△28.2

△0.4

△3.1

1.8

1億8,173万円

2,127万円

1,699万円

△1億4,631万円

△138万円

△265万円

6,965万円

会計ごとの予算規模

予算規模の推移（年度） 村民１人当たりの内訳

※住民基本台帳人口（令和４年３月１日現在）2,852 人から算出

35億4,398万円

※令和元年度は、肉付け後の予算額としています。

34億2,339万円

36億8,936万円

34億9,732万円

37億5,491万円
38億2,887万円

38億9,852万円

40億2,064万円

33億7,672万円

36億4,618万円

年度 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4

議会費（運営費など）
　　　　　　  2万4,285円

土木費（道路、住宅など）
　　　　　　13万2,574円
消防費（消防、救急など）
　　　　　　  5万7,360円
教育費（学校、社会教育など）
　　　　　　11万2,696円
災害復旧費（災害復旧のための経費）
　　　　　　　　　  14円
公債費（借入金の返済など）
　　　　　　  1万6,374円
予備費
　　　　　　　　 5,259円

合　計　　90万5,971円

総務費（徴税、戸籍など）
　　　　　　20万9,435 円
民生費（福祉など）
　　　　　　15万8,727円
衛生費（保健、ごみ処理など）
　　　　　　  8万 428円
農林水産業費（農林業など）
　　　　　　  5万4,215円
商工費（商工、観光など）
　　　　　　  5万4,604円

一般会計歳出の性質別構成一般会計歳出の目的別構成

歳出
23億3,678万円

歳出
25億8,383万円

人件費
　7億6,228万円
　　（29.5％）

人件費
　7億6,228万円
　　（29.5％）

扶助費
1億3,266万円
（5.1％）

扶助費
1億3,266万円
（5.1％）

公債費
4,670万円
（1.8％）

物件費
4億5,317万円
（17.5％）

物件費
4億5,317万円
（17.5％）

普通建設
事業費
3億463万円
（11.8％）

普通建設
事業費
3億463万円
（11.8％）

繰出金
3億4,538万円
（13.4％）

繰出金
3億4,538万円
（13.4％）

補助費等
4億7,397万円
（18.3％）

補助費等
4億7,397万円
（18.3％）

その他 6,504万円（2.6％）

義務的経費
　9億4,164万円
 　（36.4％）

義務的経費
　9億4,164万円
 　（36.4％）

農林水産業費
1億5,462万円
（6.0％）

議会費
6,926万円 （2.7％）

総務費
5億9,731万円
（23.1％）

総務費
5億9,731万円
（23.1％）

民生費
4億5,269万円
（17.5％）

民生費
4億5,269万円
（17.5％）

衛生費
2億2,938万円
（8.9％）

衛生費
2億2,938万円
（8.9％）

商工費
1億5,573万円
（6.0％）

災害復旧費
4万円
（0.0％）

土木費
3億7,810万円
（14.6％）

土木費
3億7,810万円
（14.6％）

消防費
1億6,359万円
（6.3％）

消防費
1億6,359万円
（6.3％）

公債費 4,670万円 （1.8％）

教育費
3億2,141万円
（12.5％）

教育費
3億2,141万円
（12.5％）

予備費 1,500万円 （0.6％）

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

一般会計

合　計

令和４年度当初予算3
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令 和 ４ 年 度 の 主 な 事 業

Ⅰ　自然と調和した住みよい村づくりの推進

Ⅱ　地域の特性を活かした産業振興と活性化の推進

☆＝新規事業　■＝拡充事業　◎＝地方消費税率引き上げ分の充当予定事業（※）

■広域獣害防止柵管理事業（3,024千円）
　すでに設置してある約21㎞の獣害防止柵の維持管
理を行うほか、御所垣戸地区に新たに200ｍの獣害防
止柵を設置し、鳥獣被害の軽減を図ります。
■宮ヶ瀬霊園管理運営事業（21,693千円）
　施設の利用環境を向上させるため、管理棟のクロス
貼替えや照明器具のＬＥＤ化を行うほか、駐車場の区
画線の引き直しおよび臨時駐車場の舗装工事を行い
ます。

☆環境対策事業（80千円）
　地球温暖化防止対策を推進するため、環境基本計画
の策定に向けた協議を行います。
■道路新設改良事業（98,450千円）
　村道谷戸線等の狭隘区間の安全性を向上させるた
め、新設改良工事などを行います。
■消防組織維持・強化事業（15,616千円）
　総務省消防庁の基準に基づき、出動報酬を見直すこ
とで消防団員の処遇改善を図ります。

■商工振興事業（11,537千円）
　中小企業事業資金融資について、厚木市農協清川支
所のほか、新たに横浜銀行厚木支店を取扱金融機関に
加えることで、融資を受ける方の利便性の向上を図り
ます。
■森林環境保全事業（12,090千円）
　森林環境譲与税を活用し、村営堤川林道の土砂撤去
などを行うことで、林道機能の回復を図ります。

■宮ヶ瀬地区観光施設管理事業（31,354千円）
　村の魅力の向上や誘客を推進するため、宮ヶ瀬水の
郷第２、第３駐車場にボルダリングや観光情報の掲示
などができる多目的ボードを設置します。
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　舟沢地区の観光歓迎塔が老朽化により見えにくく
なっているため、板面をリニューアルし、村のイメージ
アップを図ります。

Ⅲ　生涯を健康で安心して住み続けられる村づくりの推進
■心の健康づくり推進事業（346千円）
　中学生に配布しているタブレット端末に心身状態評
価および支援促進システム（ＲＡＭＰＳ）というアプリ
ケーションを導入することで、若年層の心の健康増進
を図ります。
◎予防接種事業（9,606千円）
　感染症の蔓延を予防し、健康的に安心して過ごせる
よう、小児定期予防接種を実施するほか、インフルエ
ンザや風しん対策などの各種予防接種に係る費用を
助成します。
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　国の成年後見制度利用促進計画に基づき、成年後見
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　介護保険事業を運営するために必要な事務費や介
護給付費・地域支援事業費の法定負担分等の経費相
当額を介護保険事業特別会計に繰り出します。
◎重度障害者医療費助成事業（12,721千円）
　重度障害者の健康維持と増進を図るため、保険適用
分の医療費の自己負担分を助成します。

Ⅳ 誇りを持って村を支える人づくりの推進
■福祉手当支給事業（385千円）
　母子家庭における母親を対象に、１世帯あたり
15,000円を支給していましたが、新たに父子家庭に
おける父親と父母のいない子の養育者も対象とし、支
援の対象を拡大します。
■母子保健事業（2,043千円）
　産後22日から60日までの方を対象に、健康診査受
診券（5,000円分）を配布していましたが、新たに産後
５日から21日までの方も対象とし、きめ細かい支援を
推進します。
■子育て支援事業（3,288千円）
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、令
和３年度に限って実施していた副食費の全額補助（月
4,500円上限）を延長します。
◎保育所入所事業（99,352千円）
　認可保育所へ保育を委託するほか、小規模保育施設
や認定こども園などへ給付費を支給します。

☆確かな学力育成推進事業（29,230千円）
　「英語活動の推進」、「基礎学力定着と学力向上の推
進」、「きよかわ学びづくりの推進」、「総合的な学習活
動の推進」、「学校司書の配置日数の拡充」の５本の柱
により、確かな学力の育成を図ります。
■教育支援事業（21,235千円）
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、令
和３年度に限って実施していた、給食費の全額補助お
よびひとり親家庭などへの高等学校・大学等通学費
の全額補助を延長します。
　また、高等学校等入学の際に必要なタブレット端末等
購入費の２分の１（45,000円上限）を補助します。
◎小児医療費助成事業（8,499千円）
　０歳から高校生まで（高校生は入院費用のみ）まで保
険適用分の医療費の自己負担分を全額助成します。
◎幼稚園管理事業（50,174千円）
　幼稚園の適切な管理運営を行います。
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切 れ 目 の な い 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策
○＝令和４年度事業　◆＝令和３年度からの繰越事業

○子育て支援事業（1,188千円）
　令和３年度に限って実施していた保育園副食費の全額補助（月4,500円上限）を延長します。
○教育支援事業（18,734千円）
　令和３年度に限って実施していた、小・中学校給食費の全額補助および高等学校・大学等通学費補助金（２分の１補
助）に係るひとり親家庭などへの全額補助を延長します。
　また、高等学校等入学の際に必要なタブレット端末等購入費の２分の１（45,000円上限）を補助します。
◆新型コロナウイルスワクチン追加接種事業（19,933千円）
　希望者が新型コロナウイルスワクチンを早期に接種できるよう、安全かつ円滑な接種体制を整備します。
◆地域経済応援対策等商品券発行事業【第３弾】（16,275千円）
　対象： ①基準日（令和３年11月１日）において、住民基本台帳に記載されている方
　　　　②11月30日までの転入者
　　　　③３月31日までの出生児
　内容：１人あたり5,000円分の商品券を配布します。（全店共通：5,000円分（うち、大型店舗のみ2,000円分））
◆住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業（35,800千円）
　対象： ①基準日（令和３年12月10日）において、世帯全員の令和３年度分の住民税均等割が非課税である世帯
　　　　②新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、①と同様の事情にあると認められる世帯
　内容：１世帯あたり10万円を給付します。
◆子育て世帯への臨時特別給付金給付事業（41,345千円）
　対象： ①９月分の児童手当受給者（特例給付対象者を除く）
　　　　②基準日（令和３年９月30日）において、高校生がいる世帯の主たる生計維持者（児童手当における所得制限
　　　　　限度額を超過しない者）
　　　　③①または②に該当する公務員
　　　　④基準日の翌日以後、令和４年３月31日までに出生した児童の主たる生計維持者（児童手当における所得制
　　　　　限限度額を超過しない者）
　　　　⑤児童手当における所得制限限度額を超過するため、①～④に該当しない者（村独自施策）
　内容：子ども１人あたり10万円を給付します。

☆ＩＣＴ教育推進事業（21,189千円）
　タブレット端末を活用したＩＣＴ教育の充実を図る
ため、小中学校に無線ＬＡＮなどを整備します。

☆生涯スポーツ推進事業（403千円）
　スポーツレクリエーションを通じ、心身の健康増進
を図るため、カヌー体験教室とグラウンド・ゴルフ体
験教室を実施します。

Ⅴ　村民と行政が築く村政の推進
☆賦課徴収管理事業（4,937千円）
　非接触非対面を推進するため、４月1日以降に発行
する納付書にバーコードを印字し、キャッシュレス収
納を開始します。
☆普通財産維持管理事業（17,049千円）
　土砂災害特別警戒区域に指定された清水ヶ丘１区に
ある村有地のボーリング調査などを実施し、安全対策
の工法を検討します。
☆財産管理事業（101,094千円）
　防災拠点施設である役場庁舎の屋上などの防水工
事を行い、安全・安心な施設整備を推進します。

○地域コミュニティ活性化事業（50千円）
　令和４年度に60歳となる方を対象に、（仮称）60歳
を祝う会を開催し、同世代の仲間づくりなどのきっか
けづくりをすることで、地域コミュニティの活性化を図
ります。
○村づくり推進事業（5,795千円）
　現行の第３次総合計画が令和５年度をもって計画期
間の満了となることから、次期総合計画の策定に向け、
アンケート調査や村民向けのワークショップを実施し
ます。

※消費税（国・地方）が、平成２６年４月１日に５％から８％、令和元年１０月１日に８％から１０％へ引き上げら

れました。この増税による地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策（幼児

教育・保育の無償化を含む）に要する経費に充てるものとされています。
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